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差別ゼロデーとは

　差別ゼロデーの3月1日は、すべての人が生産的で充実した
生活を送り、尊厳を持って差別のない日々を過ごすことを権利
として祝うべき日です。寛容と思いやり、平和、そして何より
も変化への動きについて人びとが情報を得ることを通し、そう
した動きが広がることを目指しています。あらゆるかたちの差別
を解消するための世界的な連帯の動きを生み出すのです。



　差別的な法律に反対する行動が緊急に必要なことをUNAIDSは今年の差別ゼロデーで強調していま
す。

　法律に基づいて人びとが異なる扱いを受け、基本的なサービスから除外される国、自分が誰なのか、
何をするか、誰を愛するかというだけの理由で生き方に過度の制限が課せられる国があまりにも多く残っ
ています。そうした差別的な法律は人権と基本的自由を否定するものです。

　人びとが経験する差別は一つではありません。健康状態や人種、性自認または性的指向のために差別
を経験する可能性があり、そのことが個人、およびコミュニティに広く悪影響を及ぼしています。

　セックスワーク、同性間の性関係、個人使用のための薬物所有、HIVの非開示・曝露・感染に関する
法律などは、その行為や対象となる人たちのアイデンティティを犯罪とみなすことによって差別的な法律
となる恐れがあります。

　給付やサービスの利用を妨げることになる法律もあります。妊娠中の少女は学校に行けない場合がある
し、女性は夫の許可がなければ金融サービスを利用できないこともあるのです。未成年が医療サービス
を利用するために親の同意を法律で義務付ける、HIV陽性者の入国や滞在、居住を制限する、といった
法律もあります。

　世界人権宣言や人権に関する諸条約、持続可能な開発のための2030アジェンダ、その他の国際義
務の下で、国家には差別的な法律を取り除き、人びとを差別から保護するための法律を制定するという
道義的、法的な責務があります。

有害な法律を取り除き、
力になれる法律を作ろう
● ● ● ● ● ● ● ● ●



　差別的な法律と闘うために人びとが使える権利には、たとえば以下のようなものがあります。

●　　　法の下で平等に扱われる権利。

●　　　教育を受ける権利。

●　　　経済的機会に関する権利。

●　　　プライバシーの権利。

●　　　尊厳の権利。

●　　　健康の権利。

●　　　結社の権利。

●　　　公正な裁判を受ける権利。

　すべての人には、国に説明責任を求め、変化を要求し、差別的な法律を撤廃するために貢献する責任があり
ます。変化を促す最初のステップは、法律を知ること、そして法律による差別があり得ることを認識し、差別的
な法律の存在を他の人たちに示すことです。

●　　　婚姻法とシビルユニオン法。

●　　　保護者の同意に関する法律（若者のサービス利

用に影響を与える）。

●　　　労働関連の法律。

●　　　教育、保健分野の法律。

●　　　サービスへのアクセスを制限し、性自認、人種、

国籍、社会経済的地位などで特定の人たちを

除外する法律。

●　　　銀行法、保険法。

●　　　移民法、公民権法。

●　　　治安、安全保障に関する法律。

●　　　財産法。

●　　　相続法。

●　　　性的行為の規制に関する法律。

●　　　性と生殖に関する医療サービスの利用を規制す

る法律。

●　　　HIV感染や妊娠など人の健康状態を理由に取り

締まる法律。

●　　　薬物使用者を取り締まる法律。

　法律が人びとに与える影響はさまざまです。法律に差別的条項が含まれるかどうかは必ずしも明示されている
わけではなく、法律名からは分からないこともあります。差別的条項を含む可能性のある法律には、例えば以下
のようなものがあります。

差別的条項を含む可能性がある法律



　ガボンでは2020年6月、同性間の性関係に対し6カ月の懲役および多額の罰金を科す法律が覆されました。

　ブータンは2021年、合意に基づく同性間の性関係を非犯罪化しました。

　スーダンは2020年7月、合意に基づく同性間の性関係に対する死刑を廃止しました。

　79カ国が意図的でないHIVの曝露・感染を法律で犯罪とはみなしておらず、HIV感染で逮捕または起訴され
た事例もここ数年、報告されていません。

　国連加盟国のうち28カ国が同性婚を認めています。

　ボツワナ高等裁判所は2019年、同性愛の非犯罪化を支持する判決を出しています。

ここ数年に変更されたエイズ対策関連の法律



　パンデミック対策や公衆衛生目的の刑法使用については、利益よ
りも弊害の方がはるかに大きいことが繰り返し示されてきました。

　公衆衛生目的で刑法を使うことは極端な対応を招きやすく、ほと
んどの場合、恣意的かつ差別的な運用に陥って効果もあがりませ
ん。こうしたアプローチは、人びとを必要なサービスから遠ざけ、
HIV曝露または感染の潜在的リスクを高め、HIVの流行に対応す
るために大切な知識や能力を獲得する機会を奪ってしまいます。ま
た、法施行のために限られた人的資源と予算を割かなければならな
いので、教育や検査、感染経路の把握、治療といったより効果的
なパンデミック対策が手薄になるおそれもあります。

　同性間の性関係、セックスワーク、薬物の所持と使用、HIVの
曝露・非開示・感染を犯罪化することは人びとのサービス利用を妨
げ、HIVリスクを高める結果になることが示されています。キーポピュ
レーションを犯罪者とみなしている国では過去5年間、HIVの検査
と治療のターゲットに関し大きな成果があがっていません。HIV陽
性者が自らのHIV感染を知り、体内のウイルス量抑制を達成してい
る割合は、犯罪化していない国より大幅に低くなっています。これ
に対し、法律で人権の保護を推進している国、とりわけ差別を受け
ない権利をまもり、ジェンダーに基づく暴力に対応している国では、
大きな成果が達成されています。これほどはっきりした証拠がある
のに、それでもなお差別的で懲罰的な法律は驚くほど広がっている
のです。

　同じようなことはCOVID-19対策でも起きています。 たとえば、
セックスワークを犯罪化している多くの国では、臨時の社会保護プ
ログラムからセックスワーカーが除外されています。このことは、セッ
クスワーカーの健康と福祉がまもられず、SARS-CoV-2の蔓延を
防ぐ力も損なわれていることを意味しているのです。

　刑事制裁に大きく依存したCOVID-19対策をとる国が多かったこ
とから、たくさんの人が人権侵害を受けています。その結果、パン
デミックを抑える社会の力を損なっただけでなく、排除や差別、貧
困といった社会が抱える既存の問題を悪化させることにもなりまし
た。東部・南部アフリカ地域のセックスワーカーを対象にした最近
の調査によると、COVID-19の流行開始以来、警察の嫌がらせと
逮捕が頻繁になり（回答者のほぼ半数が警察官による暴行またはゆ
すりを受けたと回答）、医療機関やHIVサービスの利用は減少して
います。また、薬物使用者はハームリダクションのサービスを安心
して受けることが難しくなりました。

　ゲイ男性など男性とセックスをする男性、およびトランスジェン
ダーの人たちも逮捕や迫害の対象になっています。たとえば、ウガ
ンダでは2020年3月、セーフハウスで暮らしていたレズビアン、
ゲイ、バイセクシュアル、トランスジェンダー、インターセックスの
若者が少なくとも23人、警察当局に逮捕されました。一つの住宅
に多くの人が住んでいたことが逮捕の理由で、ほとんどの逮捕者は
刑法の「感染症を広める可能性のある過失行為」を犯した罪で起訴
されました。最終的に逮捕者全員が釈放され、容疑も取り下げられ
ましたが、弁護士との面会がないまま数週間にわたって拘留され、
この間にCOVID-19の検査を受けることはなく、他の受刑者と警
備員の両方から恐ろしく残忍な扱いを受けています。

パンデミック対策に刑法を使うのは控えよう



　法律は事態を良い方向に導く大きな力になりますが、悪くす
る可能性もあります。差別をなくすには、法律が良い方向に機
能するようにしなければなりません。たとえば、ジェンダーの平
等を実現するにはまだ遠い道のりがありますが、進歩は可能で
す。私たちはそれを知っています。わずか60年前には、世界
の女性の大多数は選挙で投票することができず、自分名義の銀
行口座も持てなかったのです。

差別的法律を変える方法は一つではありません。

●　　　議会プロセス　差別的法律は、政府のリーダーシップと国

会議員の投票で廃止できます。そのためには立法府の議

員たちの意識向上が不可欠です。法改正には時間がかか

るかもしれません。しかし、連携を促し、議員と協力し、

改革に向けたエビデンスを示し、国際人権メカニズムを活

用するといったことはすべて、人びとの行動で可能になり

ます。

　差別をなくすこと、そのために法律を変えることは私たち全
員の責務です。多かれ少なかれ、すべての人が差別をなくし、
変化をもたらすための役割を果たすことができます。自国の差
別的法律に反対する行動を人びとに呼びかける。差別ゼロデー
2022キャンペーンはそのことにチャレンジしています。

●　　　戦略的訴訟　多くの国で、裁判所には憲法で定められた

人権原則の障壁となる法律を撤廃する権限があります。法

律の影響を受ける個人または組織が提訴すれば、その実

現が可能になります。

●　　　公開協議と国民投票　一部の国では、市民が請願を通じ

て法改正を提案し、国民投票を求めることができます。

法律は変えられる

チャレンジ





　今年の差別ゼロデー・キャンペーンは、差別的な法律を変更するために個人、市民社会、政府が取れる

行動に焦点を当てています。

行動しよう

個人でできる5つの行動

1. 差別的な法律に着目し、変えるよう呼びかける。ソーシャル
メディアに差別ゼロの投稿を行う。

2. アライ（味方）になり、差別を目撃したら、それを指摘する。

3. 国会議員、オンブズパーソン、人権団体に変更要求を行う。

4. 法律を変えるための請願運動を始める。

5. 法改正に取り組む組織に時間、資金、専門知識を寄付する、
または自分で組織を作る。

市民社会組織ができる5つの行動

1. 法律を変えるキャンペーンを開始する。差別的な法律に着目
し、集団で変更を求める。

2. 差別を受けている人に支援と安全な場所を提供する。法的
支援や心のケアも含む。

3. 職場や学校、診療所、ピアネットワークなどで人権に関し意
識を向上させる会合を開く。

4. 議会や地方自治体、国連事務所、国の人権監視機関の代表
に差別的法律の削除要求を伝える。

5. 自らの組織で、職場における差別の防止および保護に向けた
方針を採用、推進する。

● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ●

議会と政府ができる5つの行動

1. 差別とその影響について自らが知る。

2. 他の政府職員や議員、司法および法執行担当者の意識向上
をはかる。

3. 国会議員間の国内および国際的プラットフォーム作りを進め、
エビデンスと人権基準に基づいて、すべての人の幸福と基
本的尊厳を保障する優れた法律の普及を約束する。

4. アライ（味方）になって、市民社会の要請に応え、差別的な
法律の撤廃を進めるとともに市民社会の声を届けるプラット
フォームを作る。

5. 修正法案を上程する、または法律の見直しを求める。

パートナー組織、ドナー組織ができる 
5つの行動

1. 差別とその影響について自らが知る。

2. 自らの組織で、職場における差別の防止および保護に向けた
方針を採用、推進する。

3. 保健と開発プログラムにおいて、差別的法律の改正を優先さ
せることを約束する。

4. 人権、法改正、法的援助、法学教育に資金が向けられるよ
うにする。

5. 差別的な法律の影響を受けている、もしくは法改正に取り組
んでいる地元組織と協力する。

● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ●



差別に関するファクト

女性
●　　　国籍法で性別に基づく差別を維持している国は50カ国以上ある。

●　　　25カ国は国籍法で、女性が子供に国籍を与える権利を男性と同等に認めることを否定している。

●　　　女性に完全な法的保護を提供している国は10カ国（ベルギー、カナダ、デンマーク、フランス、アイ

スランド、アイルランド、ラトビア、ルクセンブルク、ポルトガル、スウェーデン）のみである。

●　　　夫が妻の就労を禁止することが、18カ国で法的に認められている。

●　　　女性が特定の仕事に就くことを禁止する法律が104カ国にある。

●　　　明示的に性差別的な家族法がある国には以下の国が含まれる。イラクとナイジェリアでは家庭内暴力が

明示的に許可されている。また、バハマ、インド、シンガポール、イエメンでは夫婦間のレイプがいま
なお合法となっている。

●　　　娘が息子と同じ割合の資産を相続することを禁止する法律が39カ国にある。

薬物使用者
●　　　2020年現在、35カ国が薬物犯罪に対し死刑を維持している。

●　　　少なくとも67カ国では、薬物の使用、消費、個人使用目的の所持が刑事犯罪となっている。

セックスワーカー
●　　　少なくとも98カ国が、セックスワークの何らかの側面を犯罪としている。

●　　　セックスの売買は少なくとも39カ国で部分的または全面的に犯罪とされている。

●　　　少なくとも5カ国が、コンドームを携行することで起訴または処罰の対象となり得ると報告している。

同性間の性関係
●　　　国連加盟6カ国（ブルネイ、イラン、モーリタニア、ナイジェリア北部12州、サウジアラビア、イエメン）

で、合意に基づく同性間の性関係に対する法律上の罰則として死刑が含まれている。

●　　　加えて、アフガニスタン、パキスタン、カタール、ソマリア（ソマリランドを含む）、アラブ首長国連邦

の5加盟国でも、合意に基づく同性間の性関係に対し、死刑が科される可能性があるとの情報があるが、
法的な根拠ははっきりしていない。

●　　　2020年12月現在、69カ国が合意に基づく同性間の性関係を犯罪としている。



トランスジェンダーの人たち
●　　　13カ国では、特定の法律がトランスジェンダーの人たちを犯罪として扱い、投獄や体罰の対象として

いる。また、トランスジェンダーの人たちに対し、同性間の性関係に関する法律が適用される場合は、
死刑になることすらある。

●　　　少なくとも国連加盟47カ国で、性別を法的に変更することができない。

HIV陽性者
●　　　2020年には、92カ国がHIV感染・曝露・非開示を犯罪とする特別法または一般法のいずれかがある

とUNAIDSに報告している。

●　　　少なくとも20カ国がHIV陽性者に対し、いまだに何らかの旅行制限を課している。

●　　　データが得られた19カ国では、HIV陽性者のほぼ5人に1人が医療（歯科、家族計画サービス、性

と生殖に関する医療サービスを含む）を拒否されたことがあると報告している。

検査の義務付け
●　　　2018年には59カ国が、結婚、就労、居住許可の際、あるいは特定の集団に対し、HIV検査を義

務付けていると報告している。

若者
●　　　2021年には40カ国が、思春期の若者のホルモン避妊薬または長期持続性避妊薬の利用には、親／

保護者の同意を必要とする法律があるとUNAIDSに報告している。

●　　　HIV検査には親／保護者の同意が必要であると報告している国は108カ国だった。また、HIV自己検

査には43カ国、HIV治療には92カ国、曝露前予防（PrEP）の利用には22カ国が、親／保護者の
同意が必要と報告した。

●　　　一部の国では、成熟度に基づいて親／保護者の同意条件に一定の例外を設けている。ホルモン避妊

薬または長期持続性避妊薬については10カ国、HIV検査については15カ国、自己検査については
8カ国、HIV治療については9カ国で例外規定があった。

●　　　親の同意に関する年齢制限は、対象サービスによって異なる。同意の必要ありと報告した国の大多数は、

年齢制限が18歳だったが、例外もあり、14歳で親／保護者の同意なしにサービスを利用できる国もあっ
た。



翻訳　公益財団法人エイズ予防財団


